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１ 概 況 

 

－経済成長率は 1.2%で、２年連続のプラス成長－ 

令和４(2022)年度の県内経済の動きとしては、新型コロナウイルス感染症の影響を緩やか

に受けながらも、行動制限の緩和に伴い需要の持ち直しが見られた。一方で、ロシアのウク

ライナ侵攻や円安の進行を背景に原材料・エネルギー価格が高騰した影響などから、企業収

益は圧迫された。個人消費は、物価が上昇する中においても、外出機会の増加などから堅調

に推移した。 

こうした中、市内経済においても、令和４(2022)年度の経済成長率は 1.2%と、２年連続の

プラス成長となった。経済成長率とは、一定期間における経済規模の変化率であり、市民経

済計算においては、市内総生産の対前年度増加率を表している。（図１） 

経済成長率に対する寄与度が最も大きい経済活動は製造業（0.5％）であった。 

 

 

図１ 名目経済成長率の推移 
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２ 市内総生産 

 

－市内総生産は 3,169 億円－ 

令和４(2022)年度の市内総生産は 3,169 億円で、前年度に比べ 37 億 4 千万円（1.2％）増

加した。 

産業別に見ると、第３次産業が前年度比 0.4％の増で 1,923 億 5 千万円、第２次産業が

1.2％の増で 1,189 億 8 千万円、第１次産業が 3.2％の増で 23 億 8 千万円となっている。

（表１） 

経済活動別にみると、鉱業が、ロシアによるウクライナ侵攻等を背景とした LNG の輸入価

格上昇に伴う国内天然ガス価格の上昇などにより 58.7％と最も大きく増加し、宿泊・飲食サ

ービス業は、行動制限緩和等による観光入込客数の増加などから 38.8％の増となったほか、

林業 15.2％、金融・保険業 7.8％、卸売・小売業 4.5％などがプラス成長となった。 

一方、マイナス成長の主なものは、電気・ガス・水道・廃棄物処理業が、LNG 価格の上昇

により発電費用が増加したことなどにより△12.1％と最も大きく減少し、次いで建設業△

8.3％、運輸・郵便業△3.7％、情報通信業△3.6％、水産業△3.1％などの順となった。 

 

 

表１ 市内総生産の推移 
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３ 市民所得（分配） 

 

－企業所得の減により、２年ぶりに減少－ 

市民所得は 2,214 億 5 千万円で、前年度比 1.2％の減となり、２年ぶりに減少した。 

市民所得には、雇用者が受け取る給与など（雇用者報酬）のほか、企業の利益（企業所得）

や利息、株式配当金などの受取と支払の差額（財産所得）が含まれるが、その内訳をみると、

原材料・エネルギー価格の高騰の影響などにより、企業所得が 16 億 4 千万円（3.8％）の減

となった。（表２、図２） 

 

表２ 市民所得（分配） 

 
 

図２ 市民所得（分配）の推移 
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－１人当たり市民所得は、２年連続で増加－ 

１人当たり市民所得は 281 万 3 千円で、前年度と比較すると 0.6％増と２年連続の増とな

った。１人当たり市民所得は、市民所得を当該年の 10 月１日現在の総人口で除したもので

あるが、個人の給与水準を表すものではなく、企業などを含む市民全体の所得水準を表した

ものである。 

１人当たりの県民所得（293 万 4 千円）を 100 とすると、柏崎市の市民所得は 95.8 とな

っている。（図３） 

 

 

図３ １人当たり所得の推移 
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４ 県内市町村の状況（参考） 

   

表３ 産業別総生産と経済成長率【令和４(2022)年度】 

 

 
※総生産には、産業別のほか、関税や消費税などが加減されるため、産業別の合計とは一致しない。 

  

市町村内総生産
経済成長率
(対前年度
増加率)

経済成長率に対する
寄与度が最も大きい

経済活動

(百万円) 第１次産業 第２次産業 第３次産業
(％)

経済活動
寄与度
(％)

市町村計 9,042,885 140,919 2,719,661 6,091,231 0.4
卸 売 ・
小 売 業 0.6

新 潟 市 3,234,107 27,740 607,267 2,566,528 1.1
卸 売 ・
小 売 業 0.8

長 岡 市 1,193,756 9,174 389,653 782,906 6.5 鉱 業 2.3

上 越 市 869,460 8,665 354,614 497,424 △ 3.2
電気・ガス・水道

・ 廃棄物 処理業 △ 4.5

三 条 市 372,494 4,316 114,675 249,751 △ 3.4 製 造 業 △ 6.1

柏 崎 市 316,896 2,378 118,977 192,350 1.2 製 造 業 0.5

新 発 田 市 330,446 10,585 79,490 237,043 △ 2.2 製 造 業 △ 3.3

小 千 谷 市 154,246 2,572 78,760 71,360 1.3 鉱 業 4.3

加 茂 市 77,399 1,280 28,811 46,528 6.3 製 造 業 5.3

十 日 町 市 144,918 5,936 29,343 108,180 △ 0.1 建 設 業 △ 1.8

見 附 市 135,492 2,087 51,514 80,527 7.6 製 造 業 4.8

村 上 市 192,436 9,128 52,297 129,073 3.6 建 設 業 1.1

燕 市 382,671 3,032 190,823 184,962 6.4 建 設 業 3.0

糸 魚 川 市 136,839 1,684 35,965 97,812 △ 18.0 製 造 業 △ 16.8

妙 高 市 150,764 1,309 75,892 72,045 △ 5.9 製 造 業 △ 7.2

五 泉 市 172,466 7,019 80,330 83,380 △ 2.4 建 設 業 △ 1.7

阿 賀 野 市 165,927 5,797 85,097 73,362 1.1 製 造 業 0.6

佐 渡 市 161,252 6,398 23,997 129,233 1.3
宿 泊 ・ 飲 食
サ ー ビ ス 業 1.8

魚 沼 市 114,255 2,457 31,200 79,447 0.2
宿 泊 ・ 飲 食
サ ー ビ ス 業 0.6

南 魚 沼 市 212,261 14,692 46,128 149,304 1.4
宿 泊 ・ 飲 食
サ ー ビ ス 業 1.0

胎 内 市 156,567 5,201 92,247 57,542 4.2 製 造 業 2.4

聖 籠 町 117,132 872 75,681 39,399 △ 28.1
電気・ガス・水道

・ 廃棄物 処理業 △ 26.7

弥 彦 村 27,848 805 13,205 13,558 △ 13.3 製 造 業 △ 15.3

田 上 町 23,952 522 7,438 15,751 2.9 製 造 業 3.8

阿 賀 町 39,314 822 8,121 29,975 8.2
電気・ガス・水道

・ 廃棄物 処理業 8.1

出 雲 崎 町 12,451 520 4,644 7,162 2.1 製 造 業 4.7

湯 沢 町 67,224 267 17,272 49,008 17.5 建 設 業 10.3

津 南 町 43,345 3,447 10,895 28,566 13.0
電気・ガス・水道

・ 廃棄物 処理業 9.0

刈 羽 村 18,790 363 8,614 9,624 △ 33.6 建 設 業 △ 33.5

関 川 村 16,607 1,776 6,484 8,179 △ 1.8 製 造 業 △ 7.3

粟 島 浦 村 1,570 75 227 1,252 △ 42.7 建 設 業 △ 46.1

区　分
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図４ 市町村民所得の項目別増加寄与度【令和４(2022)年度】 

 

 
 

図５ 1 人当たり市町村民所得と 1 人当たり雇用者報酬【令和４(2022)年度】 
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